声明　野蛮な植民地主義の履行、国際平和主義・民主主義を蹂躙する国家犯罪である米国のベネズエラ侵略に断固抗議し、ベネズエラの即時主権回復を求める。高市内閣は厳しい批判を。

トランプ米政権は2026年1月3日、ベネズエラの首都カラカスを未明に攻撃し、同国のニコラス・マドゥロ大統領夫妻を拘束して米ニューヨークへ移送した。そして「適切な政権移行」ができるまで、今後は米国がベネズエラを「運営する」と主張した。
一方、ベネズエラでは暫定大統領に就任したロドリゲス氏が3日、米国の攻撃を「野蛮な行為」と批判、真の狙いは資源の掌握だと強調し、「我々はベネズエラを守り、天然資源を守る準備ができている」と続け、「我々は二度と帝国の植民地にならない」と抵抗する姿勢を示した。そして、4日には「我が国は外部からの脅威がない暮らしを望んでいる」と米国に再攻撃を行わないよう求め、「私達は戦争ではなく、平和と対話に値する」呼びかけた。
トランプ米大統領は4日、ロドリゲス氏に対し、「正しいことをしなければ非常に大きな代償を払うことになる」と警告。また、ベネズエラの隣国コロンビアやメキシコに対しても軍事攻撃を行う可能性を示唆。西半球(南北米州)を米国勢力圏とするモンロー主義について「これまでの大統領はその重要性を見失ったが私はそうでない」と発言。更にデンマーク自治領グリーンランドについて「われわれは国家安全保障のためにグリーンランドを必要としている」と発言するなど、領土的野心をむき出しにしている。
トランプ大統領の狙いはどこにあるのか。同大統領は「マドゥロ大統領が違法な薬物を米国に輸入し、米国の人々を傷つけた」と主張、裁判にかけている。他方で、ベネズエラの原油、天然ガス、ダイヤモンドや金、鉄鉱石、ボーキサイトなどの金属資源資源の利権を米企業に獲得させる策動を進めている。
　トランプ氏の発言で国際社会に動揺が広がり、米国のマルコ・ルビオ国務長官は沈静化を図るかのように4日、トランプ氏の「運営する」と発言について、直接統治する考えはないと強調し、マドゥロ氏拘束後に米軍がベネズエラから撤退したと主張した。
　高市首相は5日、「ベネズエラにおける民主主義の回復、情勢の安定化に向けた外交努力を進めていく」と述べるだけで、米国による軍事侵略を非難しなかった。自由、民主主義、法の支配などの基本的価値を尊重するのが日本政府の「一貫した立場」だと説明しながら、米国の行動が国際法上の正当性を有するかどうかには言及せず、憂慮や懸念などを示さず、逃げの姿勢を示した。
　今回の米国のベネズエラ侵略は、第二次大戦後の国際平和主義・民主主義を蹂躙する国家犯罪であり、国連憲章第2条第４項の武力使用禁止原則に違反する。また、いかなる理由があろうとも、他国の主権を侵害し、国家元首を一方的に拘束してよい権利など、どの国にも与えられていない。米国は、ただちに、マドゥロ大統領夫妻を解放し、即刻現状を回復させ、ベネズエラの平和のために貢献しなければならない。
　憲法会議は、高市内閣に平和憲法を持つ国として、米国の侵略に厳しく批判することを求めるとともに、皆さんに憲法を守り生かす立場から、トランプ政権の蛮行に抗議・批判する行動を広げることを呼びかける。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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